
（別記） 

令和７年度せたな町農業再生協議会水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

当該地域は、水稲を主力としつつ、酪農畜産や畑作物・野菜・施設園芸作物等との複合により、営

農生産活動を行っている。主食用米の需要が依然として減少する中で、当町における主食用米の作付

意向は総じて増加傾向にあることから、更なる産地の確立を行っていくために、米の品質向上を図

り、水張面積の確保に向けたより一層の取組の強化を図っていく必要がある。 

しかしながら、今後も農家経営主の高齢化や後継者不足により、農家戸数の減少が見込まれること

から、個々の現状に見あった農産物の安定生産を図るため、農地利用集積・経営内容の転換・省力化

の取組・コントラ等の組織化など地域全体として多角的な視点で協議し取り進めることが重要となっ

ている。 

 

２ 高収益作物の導入や転作作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 当該地域では、高糖度トマト（潮トマト）やスナップエンドウなど高収益作物の導入を図り、収益

向上に務めており、継続して実施し取組実施者の拡大を図っている。令和５年２月１日に町内にあっ

た２農協が合併し町内一農協となったことで、町内統一ブランドの確立を推進しやすくなるため、新

たな振興作物の選定を進めていく。また、全作物において、スマート農業などの低コスト生産技術の

導入・普及のほか、基盤整備による生産効率の向上に務め、収益力強化を図る。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  

当該地域は、水稲が主力作物となるため、基本的に水稲（水張り）を維持していくことを目標とし

ている。しかし、主食用米の作付抑制による水張り意欲の低下や高齢化等による担い手不足は否め

ず、省力的な管理が可能な転作作物の導入も検討していく必要がある。 
現状として、水稲（水張り）を組み入れない作物体系が数年定着しているほ場が見受けられ、今後

も復田を検討していないほ場については、畑地化による産地形成を進めたい。 

また、本地域は、泥炭地のほ場が多く水張り後のほ場では畑作物の収量減少など経営に与える影響

が懸念され、ブロックローテーションを組み込んでいる農業者はいない状況である。今後、ブロック

ローテーションを組み込んだ経営維持の可否について、調査する必要がある。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  

（１）主食用米 

消費者や需要者ニーズに応える高品質・良食味の「売れる米づくり」「選ばれる産地づくり」

を理念に、低タンパク米生産・農薬節減米等のクリーン農業による更なる収量・品質等のレベ

ルアップに向けて技術を励行し、生産と安定取引の推進を図る。 

 

（２）備蓄用米 

    安定的な取引が可能であるというメリットがあるため、主食用米及び新規需要米の需給動向

等も考慮しながら取組を推進する。 

 

（３）非主食用米 

 



  ア 飼料用米 

    水田水張面積維持のため、産地交付金を活用した推進を図りながら、多収品種を利用した生

産性向上の取組や直播面積の拡大等のコスト削減、複数年契約の取組を図りながら畜種農家と

の連携を推進し地域循環型の農業を目指す。 

 

イ 新市場開拓用米 

    需要に応じた生産は極めて重要であり、国内需要の拡大が見込まれない中では、主食用米か

ら新市場開拓用米への転換を図る必要があり、水田水張面積維持のため、産地交付金を活用し

た推進を図る。 

 

  ウ 加工用米 

水田水張面積維持のため、産地交付金を活用した推進を図る。 

 

（４）麦、大豆、飼料作物 

  現行、転作の約５９％の割合が麦・大豆・飼料作物であるが、麦・大豆については、担い手減少

等により、作付面積の減少等が懸念されるため、産地交付金を活用し作付面積の維持を図る。 

また、当地域は、酪農・畜産の農家も多く粗飼料の安定した生産が必要とされるため、飼料作物

へ産地交付金を活用し作付面積の維持を図る。 

   

（５）そば、なたね 

  現行、転作の約２０％の割合がそばであり、地域需要に則した生産を行いながら産地交付金を 

活用し、作付面積の維持を図る。 

 

（６）地力増進作物 

  現行、連作のよるほ場の地力低下等で作物の収量減少が見受けられることから、えん麦、とうも

ろこし、ソルガム、イタリアングラス、ギニアグラス、スーダングラス、アカクローバー、アルサ

イククローバー、クリムソンクローバー、ヘアリーベッチ、シロカラシ、ハゼリソウ、マリーゴー

ルド、ひまわり、キガラシ、ナタネ、ライムギの緑肥作物を導入し、地力増進を図る。 

  また、地力増進後のほ場では、麦、大豆、そばなどの基幹作物ではこれまで以上の収量確保を目

指すほか、高収益作物なども積極的に導入し、収益力強化につなげる。 

 

（７）高収益作物（園芸作物等） 

  現行、転作の約５％の割合が野菜であるが、ほうれん草やブロッコリー等様々な野菜が栽培され

ている中、農業者の高齢化、後継者不足の農業者には、土地利用型作物から施設野菜等の高収益な

園芸作物へ転換も視野に入れながら、地域での土地の有効利用を検討する。 

 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 
 

 ※ 農業再生協議会の構成員一覧（会員名簿）を添付してください。 

 

 

 

 

 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

977.3 1020.4 1030.0

10.0

56.3 56.0 20.0

191.4 200.0 180.0

173.2 175.0 170.0

23.1 17.3 30.0

232.4 196.0 230.0

78.0 72.5 81.0

・子実用とうもろこし 0.6 0.5 1.0

111.8 101.0 115.0

1.1 1.2 8.0

31.6 31.7 31.9

・野菜 31.5 31.5 31.7

・花き・花木 0.1 0.2 0.2

・果樹

・その他の高収益作物

7.2 7.5 8.5

・小豆 7.2 7.2 8.0

・てん菜 0.3 0.5

107.1 38.9 68.9

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

主食用米

備蓄米

作物等

麦

大豆

飼料作物

そば

なたね

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

地力増進作物

高収益作物

その他

畑地化



６　課題解決に向けた取組及び目標

作付面積 Ｒ６年度 421.0ha Ｒ８年度 370.0ha

単収 Ｒ６年度 558Kg/10a Ｒ８年度 533Kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 255.6ha Ｒ８年度 260.0㏊

単収（麦） Ｒ６年度 370Kg/10a Ｒ８年度 450Kg/10a

単収（大豆） Ｒ６年度 225Kg/10a Ｒ８年度 205Kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 111.8ha Ｒ８年度 115.0㏊

単収 Ｒ６年度 57kg/10a Ｒ８年度 115kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 7.2ha Ｒ８年度 8.0㏊

単収 Ｒ６年度 Kg/10a Ｒ８年度 235Kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 27.8ha Ｒ８年度 28.0ha

単収（てん菜のみ） Ｒ６年度 － Ｒ８年度 6,500kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 74.5㏊ Ｒ８年度 75.0㏊

単収 Ｒ６年度 3,360Kg/10a Ｒ８年度 3,550Kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 2.9㏊ Ｒ８年度 5.0㏊

単収 Ｒ６年度 5,560kg/10a Ｒ８年度 5,950kg/10a

作付面積 Ｒ６年度 0.6ha Ｒ８年度 1.0ha

単収 Ｒ６年度 kg/10a Ｒ８年度 500㎏/10a

作付面積 Ｒ６年度 3.5ha Ｒ８年度 3.5㏊

取組面積 Ｒ６年度 3.5ha Ｒ８年度 3.5ha

飼料費削減（R2基準） Ｒ６年度 100.00% Ｒ８年度 100.0%

作付面積 Ｒ６年度 484.1㏊ Ｒ８年度 495.0㏊

対象作物販売額 Ｒ６年度 81.2% Ｒ８年度 100.0%

作付面積 Ｒ６年度 － Ｒ８年度 125.0ha

複数年契約取組面積 Ｒ６年度 － Ｒ８年度 125.0ha

複数年契約取組数量 Ｒ６年度 － Ｒ８年度 640.0t

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

整理
番号

対象作物 使途名 目標

1
加工用米・飼料用米・

新市場開拓用米
非主食用米助成

2

15

3

4

5

6

7

13

14

8

9

10

11

12

麦・大豆
戦略作物加算
（麦・大豆）

そば
基幹作物加算
（そば）

小豆
基幹作物助成
（小豆）

3.9㏊

飼料作物
（牧草）

戦略作物助成
（飼料作物(牧草)）

野菜・馬鈴薯・花卉・
てん菜・玉ねぎ（種子）
※いずれも露地栽培のみ

基幹作物助成（【露地栽培】
野菜・馬鈴薯・花卉・てん

菜）

野菜・花卉・馬鈴薯
※いずれも施設栽培のみ

高収益作物加算（【施設栽
培】野菜・花卉・馬鈴薯）

作付面積

飼料作物
(デントコーン)

戦略作物加算
（飼料作物(デントコーン)）

飼料作物
（子実用とうもろこし）

戦略作物助成
（子実用とうもろこし）

飼料作物
（牧草）

水田放牧助成（耕畜連携）

麦・大豆・飼料作物・そば・
てん菜・馬鈴薯・小豆・菜豆
類・野菜・花卉

生産性向上加算

そば
基幹作物助成

【そば追加配分】
作付面積

新市場開拓用米
新市場開拓用米取組拡大助成

【追加配分】
作付面積 Ｒ６年度 110.1㏊

新市場開拓用米
複数年契約加算

（新市場開拓用米）
【追加配分】

地力増進作物
地力増進作物助成
【追加配分】

作付面積

目標値

Ｒ６年度 1.1ha Ｒ８年度 8.0ha

前年度（実績）

Ｒ６年度 111.8ha Ｒ８年度 115.0㏊

Ｒ８年度 145.0ha

Ｒ６年度 3.9ha Ｒ８年度



７　産地交付金の活用方法の概要

都道府県名：

協議会名：

1 非主食用米助成 1 5,000 加工用米、新市場開拓用米、飼料用米 種子消毒の実施、土壌診断結果に基づいた施肥の実施等

2 戦略作物加算(麦･大豆) 1 20,000 麦･大豆 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施等

3 基幹作物加算(そば) 1 15,000 そば 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施等

4 基幹作物加算(小豆) 1 26,000 小豆 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施等

5
基幹作物助成（【露地栽培】野菜・馬鈴
薯・花卉・てん菜）

1 28,000
野菜･馬鈴薯･花卉・てん菜・玉ねぎ（種子）・果樹

※いずれも露地栽培のみ
作付面積に応じて支援・（てん菜のみ）営農技術情報を活
用した適期播種・防除・収穫の実施

6
高収益作物加算（【施設栽培】野菜・花
卉・馬鈴薯）

1 40,000
野菜･花卉･馬鈴薯

※いずれも施設栽培のみ
作付面積に応じて支援

7 戦略作物加算(牧草) 1 3,000 牧草 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施

8 戦略作物加算(ﾃﾞﾝﾄｺｰﾝ) 1 10,000 デントコーン 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施

9 戦略作物加算（子実用トウモロコシ） 1 4,000 子実用トウモロコシ 営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施等

10 水田放牧助成（耕畜連携） 3 8,000 牧草 粗飼料生産水田での放牧

11 生産性向上加算 1 5,400
麦・大豆・飼料作物・そば・てん菜・馬鈴薯・
小豆・菜豆類・野菜・花卉・果樹

営農技術情報を活用した適期播種・防除・収穫の実施等

12 基幹作物助成【そば追加配分】 1 20,000 そば 作付面積に応じて支援

13
新市場開拓用米取組拡大助成【追加配
分】

1 20,000 新市場開拓用米
需要に応じた米の生産・販売の推進に関する要領に定める
新規需要米取組計画の認定を受けること

14
複数年契約加算（新市場開拓用米）
【追加配分】

1 10,000 新市場開拓用米 実需者と3年以上の複数年契約等

15 地力増進作物助成【追加配分】 1 20,000

えん麦、とうもろこし、ソルガム、イタリアンラ
イグラス、ギニアグラス、スーダングラス、ア
カクローバー、アルサイククローバー、クリム
ソンクローバー、ヘアリーベッチ、シロカラ
シ、ハゼリソウ、マリーゴールド、ひまわり、
キガラシ、ナタネ、ライ麦

作付けし、すき込みした面積に応じて支援

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してくだ
さい。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。
※５　支援年限を記入してください。


